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人口減少社会における新成長戦略(1)

一人当たりGDP 
(US$) 就業率（20歳～64歳）

一人当たりＧＤＰも女性の就業率も高くない我が国の人口及び労働力人口は今後減少

（万人） ※労働市場への参加が進まないケース
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国名 男性 女性

ノルウェー 第1位 第3位 第1位 78.7

スイス 第2位 第1位 第3位 76.0
人口

▲466 ▲1,218

11,522 

8,000 

10,000  デンマーク 第3位 第4位 第4位 75.9

アイルランド 第4位 第10位 第14位 64.6

オランダ 第5位 第5位 第7位 71.2

デ

人口

▲528 ▲1,033

6,617 
6,089  5,584 

4,000 

6,000  スウェーデン 第6位 第6位 第2位 77.2

フィンランド 第7位 第15位 第5位 73.2

オーストリア 第8位 第9位 第9位 68.6

オーストラリア 第9位 第7位 第11位 68.3

労働力人口

2,000 

2009 2020 2030

オ ストラリア 第9位 第7位 第11位 68.3

ベルギー 第10位 第19位 第15位 60.9

アメリカ 第11位 第12位 第10位 68.4

カナダ 第12位 第13位 第6位 72.2
（出典）人口 「日本の将来推計人口（平成18年12月推計） 」（国立社会保障 人口問題研究所）
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フランス 第13位 第17位 第13位 65.8

ドイツ 第14位 第14位 第12位 67.8

イギリス 第15位 第8位 第8位 68.7

イタリア 第16位 第18位 第18位 50 6
人口が減少する中では、一人当たりＧＤＰを
あげなければ 中長期的にはＧＤＰ総額も

（出典）人口：「日本の将来推計人口（平成18年12月推計） 」（国立社会保障・人口問題研究所）
労働力人口：2009年は「労働力調査」（総務省）、2020･2030年は「2007年度需給推計研究会」

（ＪＩＬＰＴ）における推計結果をもとに算出。
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イタリア 第16位 第18位 第18位 50.6

日本 第17位 第2位 第15位 63.3

スペイン 第18位 第16位 第16位 58.3

ギリシャ 第19位 第11位 第17位 52.8※GDP総額上位40カ国中、一人当たりGDP上位19カ国の男女の就業率(2008年） →

あげなければ、中長期的にはＧＤＰ総額も
縮小する恐れがある。
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人口減少社会における新成長戦略(2)

保育、介護、家事
サービス等の不足

Unpaid Workの社会化（需要に応えるサービス）

サービスニーズ

共働きが基本

安心により貯蓄から消費へ

と世帯所得の拡大

税収増による財政の好転
社会保障の財源確保

雇用の創出
＆

サービス利用により

経済成長

安心により貯蓄から消費へ 社会保障の財源確保

サービス利用により

就業や地域活動へ
の参加機会の拡大イノベーションや働き方の改革

等による労働生産性の向上

就業率 向 等

職業訓練
働くことに中立的な制度、
ワークライフバランス等、

等による労働生産性の向上

若者、女性、
高齢者、障害

就業率の向上 等
（M字カーブの解消等）

ワ クライフバランス等、
働き続けやすい環境づくり

新たな公共
者等が活躍
できる社会

新たな公共
NPO、ボランティア、
シルバー人材等
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